
高原町お試し滞在宿泊費等助成金交付要綱 

 

平成２５年５月１５日 

産 業 創 生 課 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本町の定住人口の増加を図るため、本町への移住定住を目的とし

て住居又は仕事を探す活動等を行う者に対し、宿泊、レンタカーの借上げの費用の一

部を予算の範囲内で助成することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１）お試し滞在 本町に移住を検討する者が、住居又は仕事を探す活動を行うため

に本町に短期間滞在することをいう。 

（２）お試し滞在宿泊施設 お試し滞在を行う者が利用する高原町観光関連施設又は

北きりしま田舎物語推進協議会に登録している民泊農家（以下「民泊農家」とい

う。）のうち、本事業の主旨に賛同する町内の民泊農家、若しくは、旅館業法（昭

和 23 年法律第 138 号）第２条に規定するホテル営業、旅館営業又は簡易宿所営

業を行う施設、ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭

和 23年法律第 122号）第２条第６項第４号に該当する営業を行う施設を除く。 

（助成対象者） 

第３条 助成の対象となる者(以下「助成対象者」という。)は、町外に住所を有する者

で、お試し滞在宿泊施設（以下「町内宿泊施設」という。）に宿泊し、次の各号のい

ずれかに該当する活動(以下「助成対象活動」という。)を行うものとする。ただし、

助成対象者にあっては、事前に町に対して移住に関する相談を行った者に限る。 

（１）本町への移住定住を目的として、町内で住居又は仕事を探す活動 

（２）本町への移住定住を目的として、町内の地域情報を収集する活動 

（３）前２号に掲げるもののほか、本町への移住定住を目的とした活動であって、町

長が特に認めるもの 

（助成金の額） 

第４条 助成対象者及び同行者（助成対象者とともに本町に移住することが見込まれる

者をいう。以下同じ。）が助成対象活動のために町内宿泊施設に宿泊した場合の助成

金（以下「宿泊助成金」という。）の額は、基本宿泊料金実費額（ただし１泊の場合、

１組 10,000円限度、２泊の場合、１組 15,000円限度とし、かつ、連続して２泊を限

度とする。 

２ 町内滞在期間中のレンタカーの借上げに要した経費（１日 10,000 円、３日間を限

度とする。）ただし、燃料費は助成対象者負担とする。 

３ 助成金の交付は、同一年度内において対象者１人あたり１回を限度とする。 



（交付申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、高原町お試

し滞在宿泊費等助成金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲

げる書類を添付し、助成金の交付対象となる日の１週間前までに町長に提出しなけれ

ばならない。ただし、町長が特に必要と認める場合はこの限りではない。 

（１）申請者の現住所を証する書類の写し 

（２）宿泊者名簿兼誓約書 

（３）その他町長が必要と認める書類 

２ 申請者は、助成金の交付を受けようとするときは、助成金及び町の移住支援策等に

関する説明を町から受けなければならない。 

３ 申請者は、申請した事項に変更が生じたときは、速やかに町長に届け出なければな

らない。 

 （交付決定） 

第６条 町長は、前条の規定による申請があった場合において、その内容を審査した結

果、助成金を交付すべきものと認めるときは、助成金の交付を決定し、速やかに助成

金交付決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

 （交付方法） 

第７条 助成金は、精算払により交付する。 

 （実績報告） 

第８条 助成金の交付の決定を受けた申請者は、助成対象活動終了後 14 日以内に、高

原町お試し滞在活動報告書兼宿泊証明書（様式第３号）に次ぎの各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（１）宿泊助成金を受ける場合 宿泊費の領収書の写し又は、宿泊費を証する書類の

写し 

（２）レンタカー助成金を受ける場合 レンタカー使用料の領収書の写し 

 （交付確定） 

第９条 町長は、前条の規定による報告を受け、その内容を審査した結果、適正である

と認めるときは、交付すべき助成金の額を確定し、助成金交付確定通知書（様式第５

号）により通知するものとする。 

 （助成金の請求） 

第 10 条 前条の規定による通知を受けた者は、高原町お試し滞在等助成金請求書（様

式第４号）により助成金を請求するものとする。 

 （助成金の交付） 

第 11 条 町長は、前条の規定による請求があったときは、速やかに助成金を助成対象

者に交付するものとする。 

 （決定の取消し等） 

第 12 条 町長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、助成金の交付の決

定を取り消し、若しくは、交付額を変更し、又は既に交付した助成金の全部若しくは



一部の返還を命じることができる。 

 （１）助成対象者が偽りその他不正な手段に助成金の交付を受けたとき。 

 （２）助成対象者が第３条に掲げる者に該当しなくなったとき。 

 （３）助成対象者が移住を主たる目的として活動を行っていないと認められるとき。 

２ 町長は、前項の規定により助成金の交付の決定を取り消したときは、助成対象者に

助成金交付取消通知書（様式第６号）、又は助成金返還命令通知書（様式第７号）に

よって通知する。 

 （助成金の返還） 

第 13 条 前条の規定により助成金の返還の請求を受けた助成対象者は、当該助成金を

町長が定める期限までに返還しなければならない。 

（その他） 

第 14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２９年３月２１日から施行し、平成２９年度の予算にかかる笑顔あ

ふれるたかはる創造事業補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行し、平成３１年度の予算に係る高原町お試

し滞在利用事業補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和５年度の予算に係る高原町お試し滞

在利用事業補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度の予算に係る高原町お試し滞

在宿泊費等助成金から適用する。 

 


